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（参考）スマートメーターとは
 スマートメーターとは、30分ごとの電力使用量を計測することができ、また、遠隔でその情報

を取得することが可能な装置であり、全国の全世帯・全事業所に導入される予定。
（2020年3月現在、6,105万台設置済み）

 スマートメーターのデータは、一般送配電事業者が保有。《設備情報》及び《電力量情報》
から構成されており、各々の情報のセットの一例は以下のとおり。

区分 データ項目

設備情報
(スマートメーター

位置情報)

• 計器ID
• 設置完了日時、取外完了日時
• 位置情報

電力量情報
(電力データ)

• 計器ID
• 日付
• 潮流区分
• 30分ごとの電力使用量（1日48コマ）

スマートメーター

（出所 日本電気計器検定所ホームページ）

3







6

（参考）次世代スマメ検の開催実績・委員について

次世代スマメ検メンバー（敬称略）※50音順

森川 博之 東京大学大学院工学系研究科 教授
石井 英雄 早稲田大学 スマート社会技術融合研究機構 研究院教授
梅嶋 真樹 慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科 特任准教授
白坂 成功 慶應義塾大学システムデザイン・マネジメント研究科 教授
田中 誠 政策研究大学院大学 教授
西村 陽 大阪大学大学院 特任教授
林 泰弘 早稲田大学大学院先進理工学研究科 教授
松村 敏弘 東京大学社会科学研究所 教授
原 郁子 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 理事
城口 洋平 ＥＮＥＣＨＡＮＧＥ株式会社 代表取締役ＣＥＯ
中桐 功一朗 ＫＤＤＩ株式会社 理事（エネルギービジネス担当）
岡 敦子 日本電信電話株式会社 執行役員 技術企画部門長
芦刈 宏士 九州電力送配電株式会社 執行役員 配電本部長
松浦 康雄 関西電力送配電株式会社 理事
本橋 準 東京電力パワーグリッド株式会社 常務取締役

開催実績

第１回 2020年 9月 8日（火） 9:00～11:30 国内外のスマートメーターの現状 等
第２回 2020年11月11日（水） 13:30～15:30 ユースケース・シーズ整理、論点整理 等
第３回 2020年12月15日（火） 9:00～11:30 次世代に期待される役割、在り方 等
第４回 2021年 1月28日（木） 13:00～16:00 費用対効果及び仕様の検討 等
第５回 2021年 2月16日（木） 9:30~12:00 次世代スマートメーターの標準機能について中間とりまとめ

※ ワーキンググループを2020年9月29日、10月28日に開催。

【座長】
【学識者】

【消費者】
【小売電気事業者等】

【通信事業者】
【一般送配電事業者】
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（参考）スマートメーター仕様検討WGの開催実績・委員について

スマートメーター仕様検討WGメンバー（敬称略）※50音順

開催実績 第１回 2020年 9月29日（火） 13:00～17:00 次世代スマートメーターのユースケース・シーズ 等
第２回 2020年10月28日（水） 13:00～16:00 次世代スマートメーターのユースケース・シーズ、共同検針 等

※ 次世代スマメ検の下に、スマートメーター仕様検討WGを設置。

【座長】
【学識者】
【送配電事業者】

【メーカー】

【アグリゲーター/新電力】

【関連団体】
【オブザーバー】

石井 英雄（早稲田大学）
梅嶋 真樹（慶應義塾大学）
東京電力パワーグリッド株式会社、中部電力パワーグリッド株式会社、関西電力送配電株式会社、
九州電力送配電株式会社
大崎電気工業株式会社、東光東芝メーターシステムズ株式会社、三菱電機株式会社、
富士電機メーター株式会社、株式会社日立製作所、富士通株式会社、沖電気工業株式会
ENEOS株式会社、グリッドデータバンク・ラボ有限責任事業組合、株式会社エナリス、
みんな電力株式会社、株式会社REXEV
電気事業連合会、日本電気計器検定所
日本ガス協会、橋本産業株式会社、株式会社ミツウロコヴェッセル、アズビル金門株式会社、
KDDI株式会社、公益財団法人水道技術センター、豊橋市上下水道局、
NPO法人テレメータリング推進協議会、岩谷産業株式会社、東京電力ホールディングス株式会社、
一般社団法人太陽光発電協会、東京都水道局、株式会社ディー・エヌ・エー、
サーラエナジー株式会社、輪島市上下水道局、厚生労働省、総務省
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＜意義＞
＜スマートメーターが貢献できる役割（機能）＞

次世代スマートメーターの推進の意義と貢献が期待される主な機能

② 再エネ大量導入・脱炭素化、系統全体の需給の安定化
（Aルート関連）

③ その他、需要家利益の向上

（Bルート関連等）

再エネ大量導入下における需要家への
電気の安定供給の確保

価格シグナルへの適切な応動による需
給の安定化

需要家への多様なサービス提供

【標準機能④】 Bルートの品質向上、欠損対応
※Wi-Fiの搭載（検討中）、Bルート向けとして有効電力量の1分値を計量器に60分保存

需要家サービスの向上 電力データの活用

共同検針による社会コストの削減 【標準機能⑥】スマートメーターネットワーク経由でのガス・水道メーターデータ等の送受信

【標準機能③】 5分値等の有効電力量・無効電力量・電圧の高粒度データの取得
※ 有効電力量、無効電力量、電圧の高粒度データ（5分値）について、

需要家の10%程度以上のヒストリカルデータを数日以内に、
需要家の3%程度以上のリアㇽタイムデータを10分以内に取得する機能

需要家の電気のライフライン
のレジリエンス強化

【標準機能①】 Last Gasp機能の搭載
※停電を検知した際に即座に警報を送る機能

需要家の電気のライフラインのレジリエ
ンス強化・需要家サービス向上

【標準機能②】 遠隔アンペア制御機能の搭載
※遠隔で計量器（低圧）の電流値上限を変更することで設定値以上の利用を制限する機能

① レジリエンスの強化

第４回次世代スマートメーター制度検討会
(2021年1月28日）資料4（エネ庁資料）より一部改

【標準機能⑤】 特定計量制度に基づく特例計量器データの活用
※特例計量器で計量したデータをＭＤＭＳ等に結合















（参考）次世代スマートメーターの標準機能に係る中間取りまとめ（計量器）
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●計量器については以下を標準的な機能とする。
・有効電力量（８桁）の１分値（５分値、15分値、30分値）を取得・保存すること。
・無効電力量、電圧の５分値を取得・保存すること。
・計量器におけるデータの保存期間は、下記の通りとする。

- 30分値、 15分値（※１）の有効電力量は、料金精算に必要な任意の期間（※2）（現行は約45日
間）
※１ ソフトスイッチにより送信データを切り替えられるようにしておくこと
※２ JIS1271-2では、計量器で最低1ヶ月間保存することが規定されている

- ５分値の有効・無効電力量・電圧は、必要な計量器のデータをサーバーに移動するための時間や、
災害時等に事後的にデータ収集を行うための時間等を加味した任意の期間

- １分値の有効電力量は、Bルートのデータ欠損に対し再取得を可能とするために60分間保存
・有効・無効電力量・電圧を必要に応じて随時測定し、Aルート、Bルートで取り出し可能であること。
・Last Gasp機能を搭載すること。計量器等にLast Gasp機能の運用に必要な電池等を搭載すること。
・遠隔アンペア制御の機能を搭載すること。遠隔アンペア制御には予約機能を搭載すること。
・筐体等の仕様の統一化は、他社と連携して取組を進めること。

次世代スマートメーターの標準機能について（中間取りまとめ）
(2021年2月18日）



（参考）次世代スマートメーターの標準機能に係る中間取りまとめ（通信・システム）
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●通信・システムについては以下を標準的な機能とする。
・30分値の有効電力量は、従来通りの通信品質（※）で託送支援システムまで処理し、小売・発電事
業者、アグリゲーターに提供すること。
※ 例えばマルチホップ方式でのコンセントレータ（ＣＲ）設置完了済会社の平均データ収集率は99.7％

・有効電力量は８桁で託送支援システム等まで処理し、小売事業者等には６桁で提供すること。
・有効・無効電力量・電圧の５分値について、需要家の10%程度以上のヒストリカルデータを数日以内
に、需要家の３％程度以上のリアルタイムデータを10分以内にサーバーに送信できる水準の通信・シス
テムの処理能力を構築すること。

・有効電力量の30分値、有効・無効電力量・電圧の５分値をサーバー等で３年間保存すること。
・需要家の10％程度以上から取得する、有効・無効電力量・電圧の５分値について、可能な限り、また
合理的に、配電事業者や、発電・小売事業者、アグリゲーター、エネマネ事業者等にも提供できるス
キームとすること（データ活用のニーズに応じ、取得対象の拡大や切替等を行える柔軟性の高い仕様と
すること）。

・データ提供の際のAPI等の仕様の統一化は、他社と連携して取組を進めること。
・停電時のLast Gasp機能実現のために、通信等に必要な電池等を搭載すること。
・大規模災害時等における対策手段を確保するため、遠隔アンペア制御機能を活用するために必要な
システムを構築すること。

次世代スマートメーターの標準機能について（中間取りまとめ）
(2021年2月18日）



（参考）次世代スマメ検中間取りまとめ（詳細仕様の検討・調達方法）
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●詳細仕様の検討に当たっては以下を実施することとする。
・通信等については地域特性等を考慮する必要があるが、次世代スマートメーターについては可能な限
り仕様統一化を進めることが、調達コスト低減や、サプライチェーンの相互代替性、データ活用を進め
ていく観点から望ましいため、他社と連携して計量器や通信・システムの仕様統一化や共同調達
（サーバーの統一化・一元化も含む）に向けた検討を行い、取組を進めること。

・通信やシステム等の設計に当たっては、将来ニーズの変化に柔軟に対応するために、フレキシビリティの
高い設計仕様（取得対象の拡大、変更、制御への活用等）とすること。

・通信やシステム等の方式の選択については、複数の方式を比較検討を行い最適な選択を行うこと
（通信方式については、１：N方式、マルチホップ方式、ＰＬＣ方式、その組合せ等の中から、次世
代スマメ検での議論を踏まえて、比較検討を実施すること）。この際、第１世代から第２世代への合
理的なマイグレーション方式、及び第３世代への円滑なマイグレーションも見据えた上で、最適な選択
を行うこと。

・いずれの仕様の検討についても、 新たなニーズ等への対応が必要になる場合を想定し、後悔値を最
小にする観点等から検討を行うこと。

・新仕様の具体的な活用方法を検討し、便益の最大化を図ること。

●調達方法
・ RFI、RFP、競争入札等の実施計画を策定し、効率的な調達に努めること。
・次世代スマートメーターの導入計画を策定し、それを確実に実施すること。

※ 上記の検討結果、具体的な調達仕様案、調達方法等については、来年度の次世代スマメ検等で
フォローアップを行うこととする。

次世代スマートメーターの標準機能について（中間取りまとめ）
(2021年2月18日）



（参考）次世代スマメ検の今後の論点①
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●サイバーセキュリティ対策
＜本年度の検討結果＞
・セキュリティ・バイ・デザインやサイバー・フィジカル・セキュリティ対策フレームワーク等の考え方で、企画・設
計段階からサイバーセキュリティを検討すべきとの考え方が示され、来年度、ワーキンググループを設置し
具体的検討を行うこととされた。

＜来年度の検討課題＞
・共同検針による外部デバイスの接続やWi-Fiの採用など、次世代スマートメーターでの新仕様や既存シ
ステムの懸念点について協議し、セキュリティ・バイ・デザイン等の考え方も踏まえて、サイバーセキュリティ
要件等を検討する。

●発電・特高・高圧メーターの機能検討
＜本年度の検討結果＞
・アグリゲーター等より、Bルート接続時の課題など、低圧メーターとの仕様の違いを踏まえた上で、発電・
特高・高圧メーターへの要望が提示された。

＜来年度の検討課題＞
・発電・特高・高圧メーターへの事業者要望を再整理した上で、追加・変更すべき仕様（Bルートの通信
方式・取得項目等）について、対応の方向性等を決定する。

●オプトアウト制度の導入
＜本年度の検討結果＞
・オプトアウトの権利を認めるとともに、選択に伴う追加コストは需要家に求めるべきという点について合意
を得た。

＜来年度の検討課題＞
・具体的な手続きや金額、開始時期等について、今後その対象や方法も含めエネ庁の審議会等におい
て議論を進める。

次世代スマートメーターの標準機能について（中間取りまとめ）
(2021年2月18日）



（参考）次世代スマメ検の今後の論点②
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●Bルート通信方式の検討
＜本年度の検討結果＞
・既に導入が進み始めているHEMSへの対応や、共同検針ニーズを踏まえた対応（U-BUS Air規
格等への対応が議論されている）をすることとされた。

・これに加え、リアルタイムデータ等の更なる活用機会を拡大する観点から、Wi-Fi方式等の通信方
式の追加について提言がなされた。他方で、Wi-Fi方式の課題が提示された。

＜来年度の検討課題＞
・通信エリア・消費電力・サイバーセキュリティ等の2.4GHz帯Wi-Fi方式等の課題について、現行の
920MHz帯のWi-SunやPLCと比較し、電波強度や利便性等がどの程度変化するかなど、技術
的検証等を実施し、採用する通信方式を判断する。

●特定計量制度に基づく特例計量器データの活用
＜本年度の検討結果＞
・特例計量器のデータをMDMS等に統合することで、分散電源の活用や脱炭素化の推進に資する
ユースケースが共有され、費用対便益評価により次世代仕様に採用することとされた。

＜来年度の検討課題＞
・MDMS等にデータ統合する場合のデータ収集方法等について整理し、必要なシステム対応や費
用負担の在り方を具体化する。

次世代スマートメーターの標準機能について（中間取りまとめ）
(2021年2月18日）



（参考）次世代スマメ検の今後の論点③
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●共同検針の機能検討
＜本年度の検討結果＞
・ガス・水道事業者より、共同検針のニーズについて共有された。具体的な統一仕様について 「共同
検針インターフェース検討会議」で議論が開始された。

＜来年度の検討課題＞
・2021年夏の「共同検針インターフェース検討会議」のとりまとめ結果を、次世代スマメ検の検討に反
映する。

次世代スマートメーターの標準機能について（中間取りまとめ）
(2021年2月18日）
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今年度の検討事項について②（メーターシステムのセキュリティ）
 スマートメーターへの仕様の追加等を踏まえ、必要なセキュリティ対策を検討する場として、

次世代スマートメーターセキュリティ検討ワーキンググループ（以下、「次世代スマメセ
キュリティWG」という）を設置し、本年５月より議論を開始。

 特に次世代スマートメーターから追加される機能等に関する新たな脅威やリスクの抽
出、現状の電力会社によるスマートメーターのセキュリティ対策、IoTを取り巻くセキュリ
ティインシデントの情勢等も踏まえて、下記の事項について検討を行う（注）。
① 次世代スマートメーターシステム（Ａルート・Ｂルート含む）のセキュリティ確保の検討
② 次世代スマートメーターシステムに接続する機器等（共同検針等を含む）のセキュリティ確保の検討
③ 維持すべきサービスレベルの検討

（注）昨年度の次世代スマメ検では、サイバーセキュリティ対策については、「セキュリティ・バイ・デザインやサイバー・フィジカル・セキュリティ対策フレーム
ワーク等の考え方で、企画・設計段階からサイバーセキュリティを検討すべき」との考え方が示された。

次世代スマメセキュリティWGメンバー（敬称略）※50音順

佐々木 良一 東京電機大学 大学研究推進社会連携センター 顧問 客員教授
梅嶋 真樹 慶應義塾大学 政策・メディア研究科 特任准教授
桑名 利幸 情報処理推進機構 セキュリティセンター セキュリティ対策推進部 副部長
小林 和真 京都産業大学 情報理工学部 教授
佐々木 弘志 マカフィー株式会社 サイバー戦略室 シニア・セキュリティ・アドバイザー
松本 勉 横浜国立大学大学院 教授
渡辺 研司 名古屋工業大学大学院 社会工学専攻 教授

【座長】
【学識者】
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【論点】オプトアウトの考え方について

 次世代スマメ検では、オプトアウトの考え方について、諸外国の事例も踏まえ、「追加のコ
スト負担については、オプトアウトを選択した需要家に求めること」とし、「具体的な手続き
や金額、開始時期等について、今後その対象や方法も含めエネ庁の審議会等において
議論を進める」とされたところ。

 オプトアウト制度の具体的な手続きや開始時期等については、託送供給等約款にも関
係するところ、その対象や方法を含め原則全社一律とし、一般送配電事業者において
その詳細を検討することとしてはどうか。なお、金額については、検針員による検針コスト
や必要な設備費用等を基に、海外の事例なども参考にしながら、各社で必要な費用を
特定することなどを基本としてはどうか。
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(参考）海外のオプトアウト制度について
第5回次世代スマートメーター制度検討会
(2021年2月18日) 資料２（MRI資料）



１．次世代スマートメーターの検討状況について

２．差分計量の検討結果について

３．電気計量制度・運用の整理について
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差分計量の検討について
 分散型エネルギーリソースの活用が進む中、事業者が太陽光発電設備を需要家に

無償設置等をした上で行うPPA(Power Purchase Agreement)モデルや、リソース
が持つ環境価値に着目した取引、EVの充電量サービス等の、多様なビジネスモデルや
取引ニーズが生まれてきている。この際に、売電単価や売り先等を区別する目的で、需
要場所内のリソース毎の消費量・発電量と家庭内消費量等を測り分けるために、差分
計量による取引ニーズが高まっている。

 上記のようなニーズの高まりを受け、昨年度、特定計量制度及び差分計量に係る検討
委員会を開催し、差分計量の実施の条件等について、①差分計量のニーズ、②電力
使用量や計量の実態の把握、③差分計量の実際の影響について調査を行い、差分計
量を実施する際の条件等について検討を行い、本年２月に取りまとめを行った。
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特定計量制度及び差分計量に係る検討委員会（敬称略）※50音順

【座長】 本多 敏 慶應義塾大学 名誉教授
【学識者】 青木 裕佳子 日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 理事 東日本支部長

岩船 由美子 東京大学生産技術研究所 特任教授
尾関 秀樹 日本電機工業会 HEMS専門委員会 委員長
加曽利 久夫 日本電気計器検定所 理事 検定管理部長
北川 晃一 日本電機工業会 HEMS専門委員会 VPP分科会主査
草野 吉雅 ディマンドリスポンス推進協議会 副会長
黒川 冬樹 日本電気計測器工業会 製品別部会 電力量計委員会 委員長
菅 弘史郎 電気事業連合会 工務部 部長
三倉 伸介 産業技術総合研究所 計量標準総合センター 計量標準普及センター 法定計量管理室 室長

















【論点】差分計量に係る整理

 計量法第10条では、「取引又は証明における計量をする者は、正確にその物象の状態
の量の計量をするように努めなければならない」とされており、差分計量の方法によっては、
正確計量に努めていないと判断され、同条に基づく指導・勧告等の対象となる場合があ
る。

 「特定計量制度及び差分計量に係る検討委員会」において検討を行った結果、次頁の
条件を満たす場合には、計量法第10条における正確にその物象の状態の量の計量
をするように努めていると解することができると考えられると評価をいただいたところ、今後、
次頁の条件を踏まえた運用をしていくこととしてはどうか。
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計量法（平成四年法律第五十一号）

第一節 正確な計量

第十条 物象の状態の量について、法定計量単位により取引又は証明における計量をする者は、正確にその物象の状
態の量の計量をするように努めなければならない。
２ 都道府県知事又は政令で定める市町村若しくは特別区（以下「特定市町村」という。）の長は、前項に規定す
る者が同項の規定を遵守していないため、適正な計量の実施の確保に著しい支障を生じていると認めるときは、
その者に対し、必要な措置をとるべきことを勧告することができる。ただし、第十五条第一項の規定により勧告
することができる場合は、この限りでない。

３ 都道府県知事又は特定市町村の長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた者がこれ
に従わなかったときは、その旨を公表することができる。



【論点】差分計量に係る整理（続き）
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（注1）令和4年4月から導入予定の特定計量制度に基づき特例計量器等を使用する場合にあっては、特定計量制度で求める使用公差内となること。
（注2）負荷や発電量等は常に変動することが想定されることから、取引の精算期間等において条件を満たしていればよい。
（注3）差分計量には、差分計量で求める値と差引かれる計量値の比率や、使用する複数の計量器の器差により誤差が変化するという課題があることか

ら、実証実験及びスマートメーターの器差分布範囲の検証結果、モデルケース検証を踏まえ整理。
（注4）PPAモデルにおける家庭内消費量の算出：差分計量により求める家庭内消費量が発電量の20％以上であることが必要。

複数発電設備の逆潮流量の測り分け：差分計量により求める発電設備の逆潮流量が系統への逆潮流量の20％以上であることが必要。
（注5）本資料におけるスマートメーターは単独計器を指しており、変成器付スマートメーターを使用する場合は、同様の確認を行う等により、使用公差内

となるように努めることが必要。
（注6）計量法における商品量目制度Q&A集では、特定商品については、商品の特性等から計量の結果が常に真実の量になることは困難であるとして、

消費者保護の観点も踏まえて、表示量が内容量を超えている場合（不足量）についてのみ量目公差（許容誤差の範囲）を定めており、内容量
が表示量を超えている場合（過量）（需要家不利益を被らない）については、量目公差を定めていない。なお、その場合であっても、法第10条の
規定により、正確な計量に努めることが求められる。

＜正確計量の努力義務を果たすために必要な条件＞
① 差分計量による誤差が特定計量器に求められる使用公差内（注1）となるように努めること

※ スマートメーター同士を使用する差分計量については、取引の精算期間等において（注2）、差し引かれる計量値に
対して差分計量により求める値の割合が20％以上（注3、4、5）であることによりこれを満たしていると考えられる。なお、
スマートメーター以外の計量器を使用する場合においては、同様の確認を行う等により、使用公差内となるように努める
ことが必要である。

※ 差分計量は、「差分計量により求める値」と「差し引く計量値」の大小によって、誤差が変化することから、「差分計量
で求める値」が「差し引く計量値」に対し一時的に一定割合を下回る場合（誤差が大きくなる場合）については、例え
ば、通常の計量と比較して、取引の相手方が不利益とならないようなルールを定める必要がある。（注6）

② それぞれの計量器の検針タイミングを揃えていること
③ それぞれの計量器の間に変圧器等電力消費設備を介さないことなど適正に差分計量を行え

る配線であること
＜当事者間のトラブル発生を防ぐために必要な条件＞

① 差分計量を行うことについて当事者間で合意があり、契約・協定等で担保されること
② 当事者がそれぞれの計量器の計量値を必要に応じて把握できるようにしておくこと



１．次世代スマートメーターの検討状況について

２．差分計量の検討結果について

３．電気計量制度・運用の整理について
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（追加２）ソフトウェアの更新等による再検定の必要性ついて

A. （ソフトウェアの更新）
計量法施行規則第４条では、計量機能に係るソフトウェアの更新は「改造」に当たるとさ

れており、計量法第２条第５項では、「改造」は製造に当たるとされていることから、計量機
能に係るソフトウェアのアップデート等を行った際は、「再検定」等の対応が必要です。
一方で、例えば、計量機能とは無関係な機能（通信機能等）に限って更新を行うことな

どが、型式承認時に、ソフトウェアの書き換えによって計器の器差が影響されないこと並び
に計量機能の性能及び構造が変更されないことにより型式の同一性が維持されることが確
認されていれば、事後的に当該機能の範囲に限りソフトウェアを更新することは可能です。

（装置固有パラメータの変更）
ソフトウェアの更新を伴わず、型式承認時からソフトウェアに搭載されている機能の範囲

内で、有効とする機能（計測粒度などの装置固有パラメータ）を変更することは可能で
す。
※ 電力量計の新JIS（2022年４月から適用開始となる電気計器に係る新たな技術基準）の規定においても、計測粒度に係る装置固有パラメータを

変更できる型式として承認された計器は、当該パラメータの変更が可能であり、例えば30分値を15分、5分に変更する場合、装置固有パラメータの変
更により計測粒度を変更することは可能とされています。

Q. 計量器のソフトウェアの更新を行った場合は、再検定が必要ですか。
また、あらかじめ備えている機能の、装置固有パラメータの変更をした場合は、再検定が必要ですか。
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（参考）ソフトウェア更新や装置固有パラメータの変更に係るJISの規定
JIS C 1271-2：2017（抜粋）

5.5.6 ソフトウェアの更新
ソフトウェアの更新が可能な計器のソフトウェアの更新は、5.5.6.1～5.5.6.5 に規定する要求事項に従って計器において実施し
なければならない。
更新できるソフトウェアは、連携ソフトウェア及び法定計量に関連するソフトウェアのうち通信に係るソフトウェアだけとし、5.5.2 
及び5.5.4 に規定する識別・分離がされていなければならない。計器に読み込まれるソフトウェアは、新規に型式承認されたソ
フトウェアである。更新後の検定は必要としない。この更新は通信インタフェースを通して特定のアクセス権によって適切な手段を
確立して実施しなければならない。更新対象となるソフトウェアは、計器に直接又はネットワークを通して遠隔で読み込まなければ
ならない。ソフトウェアの更新は、監査証跡に記録しなければならない。ソフトウェアの更新は、読込み、完全性のチェック、発信源
のチェック（認証）、インストール、ロギング及び起動で構成される。
注記1 更新において通信の安全性を考慮することが望ましい。
注記2 更新は所有者及び使用者に情報提供され、更新に合意されていると想定している。

5.5.3.6 装置固有パラメータは、アクセス可能かどうかを分類し、可能なものは特別な動作モードによってだけ変更できるようにし
なければならない。また、計器は監査証跡を備えるとともにその記録を表示できなければならない。アクセス可能かを分類しない場
合、装置固有パラメータは全て変更できないものとする。
装置固有パラメータの変更をする場合、計器は計量を継続することが許されるが、その後の取引又は証明に影響を及ぼす装置固
有パラメータの変更においては計量を停止しなければならない。
注記 装置固有パラメータの変更時における計量の継続又は停止は型式承認において決定される。

例 装置固有パラメータには、製造番号、調整値、時刻、カレンダー、時間帯数、乗率、合成変成比 などがある。
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（追加３）サイクリック表示や計量値の表示時間ついて
Q. 計量値をサイクリック表示（循環表示）することは可能ですか。

ある時点の計量値を一定期間表示し続ける（瞬時毎の計量値を表示しない）ことは可能ですか。
※ 「計量法関係法令の解釈運用等について」（平成30年４月）では、「取引」における計量を、「契約の両当事者が、その面前で、計量器を用いて一

定の物象の状態の量の計量を行い、その計量の結果が契約の要件となる計量をいう。」と解釈されている。

A. （サイクリック表示）
特定計量器検定検査規則では、表示機構には、「取引又は証明に関連するデータを全

て表示」できることを求めている。一方で、一度に全ての情報を表示しなければならないとはさ
れておらず、例えば、８桁の計量データを表示するに当たり、上位４桁を表示した後に、下
位４桁を表示するなどの方法（サイクリック表示）を取ることができる。
※ 電力量計のＪＩＳにおいては、結果の読取りやすさの観点から、順潮流・逆潮流等の計量値のサイクリック表示が認められています。また、サイクリック

させるときは、一表示当たり5秒以上表示しなければならないとされています。

（特定時点の計量値の継続表示）
表示桁数が多いなど、計量値の更新速度が速すぎて最小更新値が視認できない場合

は、取引を適切に実施する上で課題があると言えます。このため、取引に必要な情報を、需
要家が容易に確認できることが望ましい観点から、特定時点の計量値を、表示機構にお
いて一定期間保持して表示することは許容されます。
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（参考）サイクリック表示について
 計量法関係法令に規定する「取引」における計量とは、「契約の両当事者が、その面前で、計量器を用いて一定

の物象の状態の量の計量を行い、その計量の結果が契約の要件となる計量をいう。」と解釈されている。
 次世代スマメ検のユースケースとして計測粒度の細分化（５分値等）が求められているところ、第１回スマート

メーター仕様検討ＷＧにおいて、細分化した場合、計量データ桁数の拡張が必要になるとともに、桁数を拡張し
た場合、表示機構の視認性について課題があるのではないかとのご指摘があった。

 計量表示値の更新速度が速すぎて最小更新値が視認できないことは取引を適切に実施する上でも課題があり、
また高圧の計器においては、検針値（記録値）の表示を一定期間保持する機能が既に取り入れられていること
を踏まえれば、低圧の計量器においても、検針値を一定期間保持し視認性を確保することは許容される。

 また、電力量計のＪＩＳにおいては、結果の読取りやすさの観点から、順潮流・逆潮流等の計量値のサイクリック
表示が認められており、拡張した８桁の計量データを、現状の表示機構の桁数を６桁から増加させず、サイクリッ
ク表示で対応することについても許容されると考えられる。

JIS C1271-2:2017 5.5.5 計量に係るデータの保存及び通信インタフェースによる出力（抜粋）
5.5.5.1 計量値
計量値を一時的に又は定期的に一定期間保存する機能、及びこれらの計量値を出力機構によって出力する機能は、

5.5.5.2〜5.5.5.8に規定する要求事項を満たさなければならない。
5.5.5.2 計量値を保存及び出力する場合、その後の取引又は証明に必要な該当情報が全て伴っていなければならない。
5.6.1 結果の読取りやすさ（抜粋）

表示装置は、取引又は証明用に関連するデータを全て表示できなければならない。一つの表示装置に複数の値を表示する場合でも、関連する全て
の内容を表示させる。サイクリックさせるときは、一表示当たり5秒以上表示しなければならない。
3.用語定義の3.10「計量値」
計器の表示する物象の状態の量であって、計器で計量した電力量

第5回次世代スマートメーター制度検討会
(2021年2月18日) 資料３




